　

「ふれあいおおさか高齢者計画２００９」（Ｈ2３年度）取組状況（概要版）
平成2５年２月８日
大阪府福祉部高齢介護室

「ふれあいおおさか高齢者計画２００９」においては、「ふれあい支え合う明るく活力ある高齢社会」を基本理念として、高齢者が個性と主体性を発揮し、社会の重要な一員として、住み慣れた地域で自立した生活をおくれる社会づくりをめざして、保健福祉事業をはじめとする高齢者施策に関する諸事業を位置づけました。

本稿は、計画第4章の「施策の推進方策」に即し、主要な事項についての平成２３年度の状況をとりまとめたものです。
	■　ふれあいおおさか高齢者計画200９の「施策の推進方策」

　１　利用者本位のサービス提供の推進
　２　地域におけるケア体制の推進
　３　高齢者の安心ある暮らしの実現
　４　健康寿命の延伸に向けた施策の推進
　５　生活困難な高齢者のための施設整備の推進
　６　高齢者の尊厳への配慮

　７　介護保険制度運営に関する支援・助言




（注釈）

詳細な取組状況については、資料１－２をご参照ください。

施策の推進方策「１　利用者本位のサービス提供の推進」
	介護保険をはじめとする高齢者保健福祉サービスについて、制度の周知を徹底するとともに、利用者本位の視点に立って高齢者のニーズを的確に把握し、高齢者が主体的に安心して必要なサービスを利用できるよう、質の高いサービス提供に向けた環境づくりを推進します。


１．利用者支援の推進

（１）制度周知等の推進
○　サービスを必要とする高齢者が確実にサービスを利用することができ、自らの選択により適切な介護サービスを利用するため、必要なときに必要な情報を入手できるよう、介護保険制度、高齢者保健福祉サービス、相談窓口などについてパンフレットを活用し、周知を行っている。

　　また、介護保険制度では、低所得の方が必要なサービスを受けることができるよう、利用者の負担額（1割）が限度額を超える場合に支給される「高額介護サービス費」や施設サービス等での食費・居住費（滞在費）を軽減する「特定入所者介護サービス費」などの制度が設けられている。

　　これらの制度を利用するには、利用者からの申請が必要になっているため、市町村と連携しながらより一層の制度周知に努める。

　　障がい者や在日外国人、非識字者等コミュニケーションや情報入手に支援を要する高齢者に配慮し、パンフレットは、点字、音声、ルビ打ち、韓国・朝鮮語、中国語、英語の各版を作成した。

■　「わたしたちの介護保険」（２１年３月発行）

日本語版、韓国・朝鮮語版、中国語版、英語版、点字版、ルビ打ち版、

音声版（テープ）

　　　　　　■　「高齢者の住まい」（２２年３月発行）

日本語版、韓国・朝鮮語版、中国語版、英語版、点字版、ルビ打ち版、

音声版（テープ）

　　　　　　■　「ご存知ですか？いろいろな在宅サービス」（２３年３月発行）

日本語版、韓国・朝鮮語版、中国語版、英語版、点字版、ルビ打ち版、

音声版（テープ）

　　　　　　■　「高齢者が住み慣れた地域でいきいきと暮らし続けるために～地域包括ケアシステムの実現に向けて」（２４年３月発行）

日本語版、韓国・朝鮮語版、中国語版、英語版、点字版、ルビ打ち版、

音声版（テープ）

　　（２）適正な要介護認定の推進

○　調査対象者一人ひとりの心身の状況を的確に把握するため、調査対象者への十分な聞き取りや、調査対象者の日頃の状況を的確に説明できる者の同席の必要性について、認定調査員に対する研修を通じて周知徹底を図った。

　高齢障がい者が介護保険を利用する際の配慮事項等をまとめた「障がい者の介護保険利用について」（平成18年3月改訂）を活用し、認定調査員及び認定審査会委員に対する研修において周知を図り、認定調査員が認知症高齢者や障がい特性等に関する知識・理解を深められるよう、認定調査員研修においては、具体的な講義を実施した。

　さらに、平成21年度に実施された要介護認定の見直しを踏まえ、認定調査員研修や介護認定審査会合議体の長会議において、新たな手続きに関する具体的な研修を実施した。

（３）相談・苦情解決体制の充実

○　介護サービスを利用しやすくするためには、介護サービスの利用等に関して、できるだけ身近なところで気軽に相談できる窓口が必要である。

このため、地域包括支援センターをはじめ、隣保館、社会福祉協議会や民生委員、医療機関、薬局（健康介護まちかど相談薬局）等地域の関係機関や団体、さらには住民の自主的な活動などの活用や連携といった取組みを地域の実情に応じて進めるよう、市町村への助言を行っている。

■　地域包括支援センター設置数

　　　　　　　平成２１年度末　１７４箇所　平成２２年度末　１８６箇所
　　　　　　　　平成２３年度末　２０４箇所

　　　　　　　　

○　利用者のサービスに対する満足度を高めるために、サービス提供の場を訪れ、利用者の疑問、要望を事業者等に伝えるなど利用者と事業者の橋渡しを行う「介護相談員派遣等事業」について、３１市町が取り組んでいるが、全市町村において本事業が実施されるよう働きかけを行っている。

■　介護相談員派遣事業

　実施市町村数　2３年度…3１　

　介護相談員数　3８３名、派遣事業所数　1,２２４事業所（ともに2３年6月現在）

■　介護相談員研修

　研修修了者数　養成研修　７４名、現任研修　1５０名
○　介護保険に関する苦情については、市町村・国民健康保険団体連合会・大阪府それぞれの機関が互いに連携し、迅速かつ適切に対応している。

■　大阪府、国保連、市町村等に寄せられた苦情相談件数

平成2３年度1,６６２件（2２年度１,８４３件）

○　障がい者や在日外国人高齢者に対するコミュニケーション支援として、手話通訳者や外国語通訳者等の派遣制度を実施している市町村もあり、サービス利用の円滑化を図る観点から、こうした取組みがより一層広がるよう、市町村の先進的な事例について、大阪府のホームページで紹介している。
■　大阪府ホームページでの市町村の事例紹介

・　コミュニケーションサポーター派遣制度（実施市町村：八尾市、東大阪市）

認定調査やケアプラン作成等に対応するサポーター（手話通訳者や外国語の通訳ができる者）を登録し、利用者の要請に応じて登録者を派遣する

・　手話通訳者及び要約筆記通訳者派遣事業（実施市町村：和泉市）

市に居住する聴覚障がい者、音声機能障がい者又は言語機能障がい者で、かつ社会生活上の円滑な意思疎通が困難な方に、手話通訳者または、要約筆記通訳者を派遣する。
（４）高齢障がい者等へのサービス提供

○　市町村の介護保険担当職員や居宅介護支援事業所の介護支援専門員が障がいの特性や障がい者固有のニーズ等を十分に理解し業務に従事するよう、これら担当者の手引書として「障がい者の介護保険利用について」（平成18年3月改訂）を第14回介護支援専門員実務研修や、介護支援専門員に対する各種研修で活用した。

また、障がいの特性等が要介護認定に適切に反映されることが重要であることから、認定調査員研修等において、研修テキストに本書の内容を掲載するなど、認定調査員に対して、障がいの特性と留意点についての周知を図った。
さらに、介護支援専門員や居宅サービス事業者が障がい者への理解を深めることが重要であることから、平成23年度も集団指導において、指定事業者に対して当事者の視点に立ったサービスの向上について周知するとともに、指定時研修において周知を行っている。

■　「障がい者の介護保険利用について」の活用状況

・　介護支援専門員（現任者向け研修）（23年11月～24年3月　１,778名）

・　介護支援専門員実務研修（24年1月～６月　1,888名）

・　介護支援専門員更新研修（23年4月～24年１月　3,49３名）

（５）在日外国人へのサービス提供

○　在日外国人高齢者に対する介護サービス提供等については、言葉や食文化をはじめとする生活習慣の違い等への十分な理解と配慮が重要であることから、平成２３年度においても、介護支援専門員や居宅サービス事業者、介護保険施設に対する研修や集団指導等を通じ、在日外国人高齢者の置かれている状況等についての理解を深め、適切な支援やサービスを行うよう働きかけてきたところであり、今後とも、在日外国人高齢者に対するきめ細かな配慮が講じられるよう、様々な機会を通じ、事業者等に対する意識啓発や注意喚起に努める。

２．サービスの質の向上

（１）介護サービス情報の公表

○　介護サービスの質の向上と利用者の適切な事業所選択に資するため、平成18年4月から「介護情報のサービスの公表」が義務化されたことに伴い、大阪府地域福祉推進財団を介護サービス情報公表センター（H23年7月末まで）に、大阪府社会福祉協議会など９団体を調査機関に指定し、介護サービス事業所等から報告を受けた基本情報及び調査情報を厚生労働省のホームページにおいて公表している。

　　　18年度　 9サービス　約6,900件

19年度　12サービス　約8,500件

20年度　13サービスグループ　約7,600件

21年度　16サービスグループ　約6,100件

22年度　16サービスグループ　約12,000件
　　　※23年度については、平成24年度からの制度見直しまでの経過的運用として、事業所からの報告聴取及び調査は実施せず、22年度の調査結果を公表した。

　（２）サービスの質の評価

○　利用者が安心してサービス事業者を選択することができるようにサービス事業者がサービスの質の評価を自ら厳正に行い、その結果を適切に開示するよう指導している。
○　福祉サービスの質に関し、公正かつ専門的な第三者による評価が実施できるよう大阪府において評価機関の認証を行うとともに、評価調査者の養成や評価結果の公表、評価基準・手法の検討、制度の普及啓発等に取り組んでいる。
■　大阪府認証福祉サービス第三者評価機関数　1６機関（2４年３月末現在）

■　評価調査者養成研修の修了者数　のべ1,266名（2４年３月末現在）
■　評価結果公表件数　337件（2４年３月末現在）
○　認知症高齢者グループホーム（平成18年度からは地域密着型サービス）の外部評価については、平成14年10月から義務化されており、平成17年３月31日までは、「高齢者認知症介護研究・研修東京センター」を評価機関とし、「大阪府社会福祉協議会」を協力機関として外部評価が実施されたところである。

平成17年度以降については、各都道府県において評価機関を選定し、外部評価を実施しており、大阪府では外部評価制度が円滑に推進できるよう、外部評価機関の選定要件を定め、平成17年２月から公募を開始し、平成23年３月末現在、８機関を選定した。

■　地域密着型サービスにおける外部評価の受審状況

16年度…129件　17年度…174件　18年度…327件

19年度…343件　20年度…406件　21年度…409件

22年度…528件　23年度…430件

（３）サービス事業者への指導・助言

○　サービス事業者に対する指導については、平成２３年度は４月に居宅サービス事業者、居宅介護支援事業者を対象とした集団指導、６月に介護保険施設を対象とした集団指導を実施し、さらに年間を通じて、個別の事業所・施設への実地指導を実施した。

○　介護報酬を不正に請求するなどの悪質なサービス事業者については、監査を実施し、事実関係を把握し、不正の事実が確認された場合には行政上の措置（指定取消、改善指導）もしくは経済上の措置（報酬の返還等）により厳正に対処している。

また、府内の全市町村が不正請求の抑止又は発見などの介護給付の適正化に向けた取組みを行っており、これらとも連携を図りながらサービス事業者の適正な事業運営の確保に努める。

■　監査等の状況

・　２２年度

居宅介護支援事業者　　： 監査  71  改善勧告1  改善命令0  指定取消2

居宅サービス事業者　　： 監査189  改善勧告5  改善命令0  指定取消10

介護予防サービス事業者： 監査186  改善勧告5  改善命令0  指定取消7

                    営利法人設置事業所に対する書面監査実施数：監査3,042　　　 

・　２３年度

居宅介護支援事業者　　：　監査    78   改善勧告4   改善命令0

　全部効力停止、指定取消0

居宅サービス事業者　　：　監査  254   改善勧告16   改善命令0

　全部効力停止4　指定取消0

介護予防サービス事業者：　監査  246   改善勧告13 　改善命令0

　全部効力停止4　指定取消0

営利法人設置事業所に対する書面監査実施数　：　監査4,459
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（４）介護支援専門員（ケアマネジャー）への支援

○　介護支援専門員の資質の向上を図るため、指定研修実施機関への指導・協議を通じ、介護支援専門員研修の充実に努めてきた。

平成18年度の介護保険制度改正に伴い、新たな研修体系の下、現任者向け研修である「実務従事者基礎研修」・「専門研修（専門研修課程Ⅰ・Ⅱ）」及び「主任介護支援専門員研修」を実施するとともに、介護支援専門員の資格に更新制（5年）が導入されたことに伴い、平成20年度から更新研修を実施している。

　

【研修の実施状況（時期・規模）】 

①現任者向け研修《23年11月～24年3月》　研修修了者：1,778名（3課程計）

②更新研修《23年4月～24年1月》
研修修了者：3,493名

③第14回実務研修《24年1～5月》
研修修了者：1,888名

④主任介護支援専門員研修《23年8月～24年3月》　研修修了者：647名

⑤再研修《24年1月～3月》　研修修了者　183名

（参考）

【介護支援専門員の養成状況等】

・大阪府介護支援専門員資格登録簿登載者数：40,400名（24年6月30日現在）

・介護支援専門員（介護支援専門員証の交付者）数：24,457名

（24年6月30日現在）

・第14回介護支援専門員実務研修受講試験合格者数 ：1,740名

（23年12月9日発表）

施策の推進方策「２　地域におけるケア体制の推進」

	高齢者が家庭や住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるようにするため、地域における高齢者の生活を支える介護、医療、住まい等の総合的なケア体制（地域ケア体制）を整備していくことが求められています。

地域ケア体制の整備にあたっては、地域包括支援センターが中心となって、介護・医療・住まいそれぞれのサービスを提供するコミュニティソーシャルワーカー等関係機関及び地域住民、NPO、ボランティア等の団体が密接に連携することにより、様々な課題を抱える地域の高齢者に対して、それぞれの状態に応じ、必要なときに必要なところで、必要なサービスが円滑かつ適切に提供される体制づくりが必要です。

このため、様々な高齢期を支えるうえで必要なサービスの総合的な提供体制の構築に努めます。


　　　

１．福祉サービスの推進
（１）在宅の要支援者へのサービス

○　平成23年度より、「地域福祉・子育て支援交付金（高齢分野）」を創設し、地域の実情に即して、街かどデイハウスをはじめＮＰＯ・ボランティアグループが実施する高齢者の見守りや居場所づくりなどに協働して取り組む市町村を支援した。

　　　　　平成24年度からは、「地域福祉・子育て支援交付金（地域福祉分野・子育て支援分野）」へ統合し、市町村がさらに、地域の実情に即した街かどデイハウスをはじめとする高齢者福祉の向上に資する事業を実施できるよう支援していく。

　　　　■平成23年度「街かどデイハウス」交付金交付対象箇所数：109箇所
　
２．地域包括支援センターと地域における社会資源の充実
　　

（１）地域支援事業の効果的な推進
○　地域住民の保健医療の向上と福祉の増進を包括的に支援するため市町村に設置されている地域包括支援センターが本来機能を十分に発揮できるよう、地域包括支援センター職員を対象に、認知症対応、高齢者虐待対応等についてのスキルアップを目的とした研修を実施した。

■　地域包括支援センター職員研修

地域包括支援センター職員等のスキルアップを図る研修を実施

受講者：高齢者虐待対応研修　　　　　　延べ４２７名（２３年７月、８月）

認知症ケア・相談スキルアップ研修　１３４名（２４年２月）

（２）地域福祉の推進

○　地域生活支援を実現するためには、幅広い住民の参画を得ながら、社会福祉協議会、社会福祉法人、自治会、ＮＰＯ・ボランティア団体等地域の福祉活動を担う様々な団体が連携し、高齢者等支援を必要とする方の様々な生活課題に対する日常的な支援活動を展開する必要がある。また、その展開に当たっては地域の既存資源を活用し、高齢者等にできるだけ身近なところで支援が提供されることが望まれる。このため、住民に最も身近な市町村が地域の実情に応じて自主的に地域福祉の推進や子育て支援の充実に資する事業を実施することができるよう、平成２１年度に創設した「地域福祉・子育て支援交付金」により、市町村におけるコミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）の配置をすすめる市町村を支援する。
また、一人暮らし等の在宅の高齢者が住み慣れた地域で安心して住み続けられるよう、地域の住民の参加と協力による支え合い、助け合い活動等を行う市町村に必要な支援を行うとともに、大阪府社会福祉協議会と大阪府社協老人施設部会が共同で実施する社会貢献事業（生活困窮者レスキュー事業）と連携するなど、地域における支援体制の整備に努める。

　
■　ＣＳＷ　平成23年度末現在　39市町村において165人が配置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（指定都市・中核市を除く）
○　市町村地域福祉計画の策定・改訂を支援するため、地域福祉・子育て支援交付金による財政的支援や計画の策定を予定する市町村が参加する「地域福祉計画の策定に関する連絡会議」での情報提供等の技術的支援を行っている。

　　　　　　■　平成23年度末現在　43市町村で計画策定済

（3）身近な相談体制の構築

○　高齢者の日常生活や各種福祉サービス利用等に係る相談については、地域包括支援センターを中心として身近なところで気軽に相談できる体制の構築を図るとともに、介護保険、保健・福祉、障がい者福祉といった施策の枠を越えて、利用者の状況に十分な対応できるよう、市町村に対して助言を行っている。
地域包括支援センターにおける総合相談窓口以外にも、現在、１２市において「福祉なんでも相談」等の総合窓口が設置されている。

また、今後、地域で課題を抱えた高齢者をサービスへつなげていくなど、よりきめ細かな相談体制の確立を目指し、地域包括支援センターを中心とした民生委員などの地域資源との相互連携の促進について助言するとともに、介護相談員の地域包括ケアへの展開などについて市町村に対する働きかけを行う。
３．災害時における高齢者への支援

○　高齢者など災害時要援護者に対する支援については、市町村が地域の実情に応じて支援策を実施していく際に必要となる災害時要援護者支援プランの作成を促進するため、平成19年3月に策定した基本的な考え方や留意点等を示す『市町村における「災害時要援護者支援プラン」作成指針』に基づき、高齢者等の災害時要援護者の一人ひとりに対する支援体制が整備されるよう市町村の支援に努めてきたところである。

平成２４年3月末現在で、要援護者対策の基本的な方針、要援護者の対象範囲、要援護者についての情報収集・共有の方法など、災害時要援護者対策の取組方針を明らかにした全体計画を策定した市町村が３６団体となっている。

今後とも、全体計画未策定市町村で、同計画が策定されるよう引き続き働きかけていくとともに、個々の要援護者ごとに避難支援等が行えるよう、市町村の支援を行う。

　　　　また、災害時要援護者の二次避難所としての福祉避難所についても平成２４年３月時点で府内で１８７か所が指定されているが、まだ十分な状況とはいえない。福祉避難所の指定は、要援護者等を受け入れる施設側の理解と協力が不可欠であり、府では、引き続き、福祉部等関係部局と連携して、福祉施設の事業者等に対し、市町村が行う福祉避難所の指定への協力依頼を行うなど、働きかけを行っていく。

	施策の推進方策「３　高齢者の安心ある暮らしの実現」

高齢者や障がい者をはじめ誰もが自由に安心してまちへ出かけ、就業意欲に応じ働き続け、安全で快適に暮らせる安心ある暮らしを実現します。


　　　

１．高齢者の居住ニーズに対応した住宅の整備　
○　高齢者をはじめ、だれもが住み慣れた地域で安全、安心、快適に暮らしていけるよう、府営住宅では、建替にあたり、段差の解消、手すりの設置等バリアフリー化した「あいあい住宅」を標準設計として供給を行っている。また、既設の府営住宅においても、室内段差の解消等住戸内のバリアフリー化やエレベーターの設置のされていない中層住宅において、エレベーターの設置を推進している。

民間の賃貸住宅市場については、「高齢者の居住の安定確保に関する法律」に基づき高齢者が住みよい環境整備を推進するため、面積やバリアフリー構造等の一定の基準を満たし、安否確認や生活相談等の高齢者を支援するサービスを提供するサービス付き高齢者向け住宅の登録情報を広く提供することで、高齢者の居住の安定を図った。

■　あいあい住宅の建設戸数実績　（単位：戸）

18年度･･･1,666　　19年度･･･2,787　 20年度･･･  939
　         21年度･･･1,241  　22年度･･･2,161   23年度･･･1,138 

■　住戸内バリアフリー化戸数実績　（単位：戸）

　         18年度･･･1,200　　19年度･･･1,200　 20年度･･･  930　

　　21年度･･･1,404　　22年度･･･890     23年度･･･1,312  

■　中層エレベーターの設置基数実績　（単位：基）
18年度･･･　60     19年度･･･　50     20年度･･･　50　　

21年度･･･　30     22年度･･･　40     23年度･･･　40

　　　　　　■　高齢者円滑入居賃貸住宅等の登録状況　（平成２３年１０月２０現在）

　　　　　　　　　410件（10,974戸）、うち高専賃185件（7,420戸）

　　　　　　■　高齢者向け優良賃貸住宅の供給促進　（平成24年3月末現在）
　　　　　　　　　管理戸数2,717戸（公社1,708戸　民間1,009戸）

※平成２３年１０月２０日付け高齢者の居住の安定確保に関する法律の施行により『高齢者円滑入居賃貸等の登録』及び『高齢者向け優良賃貸住宅の供給促進』については廃止
　　　　　　■　サービス付き高齢者向け住宅の登録状況　（平成2４年3月末現在）
　　　　　　　　　　　　　2,872戸　　　　　　　　　　 -※Ｈ23.10月制度創設

２．雇用・就業対策の推進　

　　　○　高年齢者が長年培ってきた知識・経験・技能等を活かし、労働を通じて社会に貢献するため、就業意欲に応じて働き続けられるよう、国・市町村や関係機関と連携しながら雇用・就労対策を推進した。

　　　　具体的には、地域において、団塊世代を中心とした高年齢者の多様な就業ニーズに対応できるよう、多様な形態の雇用・就労機会の確保を支援する各種相談等を実施し、働く意欲のある高年齢者の就労支援を図る「高年齢者雇用促進フェア」を開催した。

　　　また、「ＪＯＢプラザＯＳＡＫＡ」においては、高年齢者等の就職困難者を対象に、相談・カウンセリングから各種セミナーの開催・就職支援情報の提供・職業紹介まで、きめ細やかな就職支援サービスの提供を行った。

　　　　　さらに、地域に密着した高年齢退職者にふさわしい仕事を企業・家庭・公共団体等から請負い、会員（６０歳以上）に就業の場を提供する「シルバー事業」を推進した。

■　高年齢者雇用促進フェア実施状況

　　　　　　　　平成2３年度　4回実施　来場者数1,385名　参加企業82社

　　　　

■　ＪＯＢプラザＯＳＡＫＡ(55歳以上の高年齢者)実績（平成2３年4月～平成2４年３月）
　　　　　　・　来室者数　　　 3,014名

　　　　　　・　新規求職者数　 　333名

　　　　　　・　就職件数　　　 
 196名

　　　　

■　（社）大阪府シルバー人材センター協議会及び市町村シルバー人材センターへの指導支援

　　　　　　　・シルバー人材センター（公益法人）　３３市１町　３４団体

　　　　　　　・小規模シルバー人材センター　　　　　　　５町　　５団体

施策の推進方策「４　健康寿命の延伸に向けた施策の推進」

	高齢期を健やかに、また可能な限り自立して過ごせるよう、要支援・要介護状態になる前からの介護予防の取組みとともに、介護予防の基礎となる壮・中年期以前からの健康づくりや生活習慣病予防を推進します。


　　　

１．健康づくり・生活習慣病予防等の推進　　
　
○　平成20年8月、「健康おおさか２１」計画の理念・運動目標・基本方針を継承しつつ、取組目標の重点化を図るとともに、メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の予防と改善のための目標を新たに加えるなど生活習慣病対策をさらに強化し、「大阪府健康増進計画」を策定した。

この計画の推進について、7つの重点行動分野（栄養・食生活、運動・身体活動、休養・こころの健康づくり、たばこ、健康診査・事後指導の充実、歯と口の健康づくり、アルコール対策）ごとの目標達成に向け、様々な健康づくり事業に取り組んでいる。
毎年8月を「食育推進強化月間」と定め、正しい食生活習慣を身につけてもらう取組みとして「食育推進プロジェクト」を実施するとともに、健康増進法の施行を踏まえ、受動喫煙の防止を含めた「たばこ対策推進事業」を重点的に推進しているところである。

また、がん対策として、平成20年8月に「大阪府がん対策推進計画」を策定し、平成23年４月には「大阪府がん対策推進条例」を施行しており、「がん予防の推進」、「がんの早期発見」、「がん医療の充実」をがん対策の３本柱として取組を進めている。

あわせて、「健康おおさか21推進府民会議」に重点行動分野ごとの部会を設置し、各々の目標達成のための取組みを進めている。

■　「野菜バリバリ朝食モリモリ元気っ子」推進キャンペーン

（2３年8月　スーパーマーケット７店　参加者9,341名）

■　健康づくり協力店「うちのお店も健康づくり応援団の店」の推進

（２４年3月末現在で10,309店舗）

■　「おおさか食育フェスタ201１」（２３年8月　参加者3,397名）

２．介護予防の効果的な推進　
　　○　介護予防事業の効果的な実施により、高齢者の介護予防と自立支援が図られるよう、平成18年度には「大阪府介護予防標準プログラム」を開発し、市町村への普及を図ってきた。今後とも、市町村支援のための体制整備や事業評価等により、市町村の取組みを支援していく。

　　　また、介護予防が生活の中で定着できるよう、老人福祉施設等の有効活用や、街かどデイハウスや老人クラブ等の住民活動を通じた、地域における介護予防拠点の整備を促進するよう、市町村を支援している。
３．シニアの社会参加への支援　　
（１）アクティブシニアがあふれる大阪構想事業の実施

○　団塊世代をはじめとする、これから高齢期を迎える方々も含めた高齢者層の意欲ある人材発掘、より積極的に社会参加を目指す高齢者の養成、ボランティア等の地域社会活動の現場への派遣までを総合的に展開し、シニアの生きがい実現と活力ある地域社会の実現のため、平成19年度からアクティブシニアがあふれる大阪事業を実施し、シニア層に対し、人材の発掘・養成・社会参加支援までを第１～第３ステージの事業により総合的に推進している。

《第１ステージ（シニア人材の発掘）》

　　　■　アクティブシニア出前講座
・　中高年・シニア層の方を対象に、「一生続けられるボランティア活動の魅力」をPRする講座。企業や団体の求めに応じてNPOで活躍するシニアを講師として派遣（実施回数２１回　参加人数１，１７６名）

■　アクティブシニアフェア

・　シニアがより積極的に第二の人生に取り組めるよう、地域活動等を動機づけるイベントをNPO、企業等との協働で実施（２４年２月２５日開催、来場者約２,000人）

《第２ステージ（シニア人材の養成）》

■　大学連携セミナー

・　大阪府立大学と連携したシニア向けの短期講座を平成19年度より実施

　　　　　　　　（実施数3０講座　受講者１，３６６名）

· 高齢者向け講座

・　平成21年度からNPOとの協働事業として、「NPO法人大阪高齢者大学校」を設置。同大学では、自ら学び、行動する21世紀にふさわしい「アクティブシニア」を養成するとともに、ボランティア活動の専門的人材である「シルバーアドバイザー（府認定）を輩出

《第３ステージ（シニアの社会参加支援）》

■　アクティブシニアネット

・　平成19年度よりシニアが地域社会での活躍の場を自ら探せるよう、シニアNPOやボランティアグループ、支援組織などを総合的に紹介するホームページを開設・運営（平成2４年3月末現在　1０８団体）

　　　　

（2）老人クラブ活動への支援

○　老人クラブ活動は、これまでも、レクリエーション活動や教養の向上、ひとり暮らし高齢者等への友愛訪問等の活動等に取り組んでいる。

　　平成20年度から大阪府老人クラブ連合会内に若手会員、外部委員等で構成する「若手委員会」を設置し、老人クラブの活性化策を検討している。

（３）小地域ネットワーク活動等への支援

　

○　小学校区単位等で行う一人暮らし等の在宅の高齢者が住み慣れた地域で安心して住み続けられるために、住民に最も身近な市町村が地域の実情に応じて自主的に地域福祉の推進や子育て支援の充実に資する事業を実施することができるよう、平成２１年度に創設した「地域福祉・子育て支援交付金」により、高齢者とボランティアスタッフ等が共同で軽作業や会食などを企画、運営しながら仲間づくりを行うサロン活動等の小地域ネットワーク活動を支援している。

■　小地域ネットワーク活動

　平成23年度末現在　39市町村において実施（指定都市・中核市を除く）

平成22年度の参加者数　1,268千人

施策の推進方策「５　生活困難な高齢者のための施設整備の推進」

１．施設整備の推進　　
（１）高齢者のニーズに応じた施設サービスの提供
○　介護保険施設については、高齢者が心身の状況に応じて必要な施設を選択し入所できるよう、市町村が見込んだ必要量に基づき、地域バランスを考慮した計画的な整備を進めるとともに、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、地域密着型施設を中心に、必要な施設の整備を推進する。

　　なお、養護老人ホームや経過的軽費老人ホームについては、既存施設の改築・改修に重点をおいた整備を進めるとともに、軽費老人ホームの創設に当たっては、安否確認や緊急時の対応など周辺にある同様の機能をもつシルバーハウジングなどの整備状況や利用状況を勘案し、必要に応じた整備を図る。
（２）居住環境等に配慮した施設整備

○　環境の変化に影響を受けやすい認知症高齢者の特性に配慮し、認知症高齢者が尊厳を保ちながら、住み慣れた地域において、家庭的な雰囲気のもとで安心して暮らすことができる認知症高齢者グループホーム等の施設整備を市町村との連携のもとに進めている。

　　また、利用者一人ひとりの個性や生活リズムを尊重する個室ユニットケアは認知症高齢者のケアに有効な方策と考えられることから、介護保険施設の整備についても個室ユニットケア型施設の普及に努めている。

施策の推進方策「６　高齢者の尊厳への配慮」

	人権尊重の理念のもと、介護が必要となっても、高齢者が自らの意思で暮らし、自己実現を図ることができるよう尊厳に配慮したケアを推進します。また、平成18年4月に施行された「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」の趣旨を踏まえ、高齢者虐待防止の取組みを推進します。


１．高齢者虐待防止の取組み推進

（１）高齢者虐待防止のための取組み

○　平成18年４月１日に「高齢者虐待の防止・高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」が施行され、市町村が高齢者虐待防止の責任主体と位置づけられた。

大阪府では、市町村への技術支援として専門相談窓口を設け、相談に応じるとともに必要な場合には、弁護士・社会福祉士からなる専門職チームを市町村に派遣し、スーパーバイズを行った。

また、高齢者虐待防止の実務に携わる市町村や地域包括支援センター職員等に対して、対応力向上を図るために研修を実施した。

さらに、市町村の高齢者虐待対応の質的向上を図るため、市町村が高齢者虐待事案を点検し、自らの取組みの改善につながる手法である「評価ガイド」を開発し普及促進をはかった。

（２）施設等における身体拘束ゼロに向けた取組み

○　高齢者の人権が尊重された利用者本位のより良いケアを実現するため、平成18年４月の「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」の制定施行を受け、「身体拘束ゼロのための行動計画」を策定した。

平成２１、２２、２３年度の集団指導（介護保険３施設）において、直近の身体拘束廃止状況調査アンケートの結果を説明し、全ての施設において身体拘束ゼロを推進するための注意喚起を行った。また、実地指導においても、身体拘束（緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合であって、適切な手続きを経ているものを除く。）の原則禁止等を指導している。

■　身体拘束ゼロ推進員養成研修開催（対象：介護職員、４日間+実習）

■　看護実務者研修(対象：看護職員、２日間）
２．高齢者の孤立死防止
○　隣近所との人間関係の希薄化などにより、高齢者の孤立死が年々増加している。

高齢者の孤立死を防止するためには、高齢者が社会からの孤立を防ぐことが不可欠であり、日常の見守り活動の体制づくりと専門職へのつなぎを強化するため、平成２０年度に情報システム「地域あんしんシステム」を開発したところである。
携帯電話等を活用し、住民と専門職とを連携する地域あんしんシステムについては、６市（大東市、阪南市、箕面市、柏原市、羽曳野市、泉佐野市）において導入し、地域において見守りが必要な高齢者等の安全の確保に資する事業に取り組んでいる。

３．認知症高齢者対策の推進
（1）認知症に対する理解の促進

○　認知症に対する偏見をなくし正しい理解が深まるよう、市町村等とともに認知症サポーター養成及び講座の講師役となるキャラバン・メイトの養成を実施し、認知症の正しい理解の啓発を行っている。

また、キャラバン・メイトのスキルアップを目的としたセミナーを開催するとともに、職域組織・企業等に対し認知症サポーター養成講座を実施した。
（2）認知症介護の質の向上と人材育成

○　認知症高齢者に対する介護技術及び介護サービスの向上を図ることを目的として、高齢者介護実務者及びその指導的立場にある者に対し、体系的な研修を実施している。

■　２３年度研修実施　　　　　　　　　　　　　　　＜2４年3月末現在累計数＞

　 ・　指導者養成研修　　　　　　　　　　　　　　　３名　　　　　＜   ２７名＞

　 ・　フォローアップ研修　　　　　　　　　　　　　２名　　　　　＜   １７名＞

　 ・　実践リーダー研修（旧専門課程）　　　　　　　２回、１１８名 ＜ ７２２名＞

・　実践者研修（旧基礎課程）　                  ６回、５０３名 ＜4,597名＞

　 ・　認知症対応型サービス事業開設者研修　        2回、  ３０名 ＜ ２７０名＞

　 ・　認知症対応型サービス事業管理者研修　        2回、１３５名 ＜ ８５３名＞

　     （旧認知症高齢者グループホーム管理者研修）

・　小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修　2回、  ４４名 ＜ ２２７名＞
　
（3）地域支援ネットワークの構築

○　認知症高齢者の早期発見・早期対応を図るため、医師会と連携して、認知症サポート医の養成及びかかりつけ医対応力向上研修等を実施することにより、地域における認知症医療支援体制の構築を図っている。

また、平成２１年度から認知症疾患医療センターの所在する市町村においては、地域包括支援センターに連携担当者を置き、認知症疾患医療センターと連携を進める「認知症対策連携強化事業」を行ってきた。
平成２３年度からは、すべての市町村を対象に市町村または地域包括支援センターなど適切な場所に認知症地域支援推進員を配置し、地域包括支援センターや認知症疾患医療センターなどの医療機関、介護サービス事業者や認知症サポーターなどの地域住民などとの連携を図り、認知症の人やその家族を支援している。
○　認知症疾患医療センターについては、２次医療圏に１箇所、計６箇所を指定している。

認知症疾患医療センター運営事業を実施することにより、保健医療・介護機関等と連携を図りながら、認知症疾患に関する鑑別診断、周辺状況と身体合併症に対する急性期治療、専門医療相談等を実施するとともに、地域保健医療・介護関係者への研修等を行っている。
（４）大阪後見支援センターにおける相談事業の実施及び日常生活自立支援事業等の展開

○　大阪後見支援センター（あいあいねっと）において、認知症高齢者等の判断能力が不十分な方々の権利擁護に関わる相談について、地域包括支援センターをはじめとする関係機関と連携のもと、解決困難な事例には弁護士や社会福祉士による専門相談を実施するなど、課題解決を図っている。

判断能力が不十分な方の自立した生活を支援するため、福祉サービスの利用に関する援助等を行う日常生活自立支援事業を実施する市町村社会福祉協議会等に対する支援に取り組んでいる。

さらに、「成年後見制度」の適切な利用が図られるよう、市町村に対して、制度の周知や市町村長申立ての活用を助言するとともに、市町村における成年後見制度の普及啓発に向けた取組みに対する支援を行っている。
施策の推進方策「７　介護保険制度運営に関する支援・助言」

１．介護保険制度運営に関する支援・助言

　

○　介護保険制度が円滑に運営されるよう、市町村のブロック代表及び府の担当者等で構成される介護保険制度ワーキングや地域ごとに設置されている「ブロック会議」への参画等を通じて制度運営に関する保険者共通の課題の的確な把握・解決に努め、必要に応じ国に提言・要望を行った。
２．介護給付適正化に向けた取組みへの支援

○　介護給付の適正化は、介護給付を必要とする受給者を適切に認定した上で、受給者が真に必要とするサービスを、事業者がルールに従って適切に提供するよう促すことを基本としている。このような介護給付の適正化を効率的かつ円滑に進めるためには、国、府及び市町村が一体となって、地域の実情に応じた戦略的な取組みを進めていくことが重要である。

大阪府では、平成19年度に策定した「大阪府介護給付適正化計画」に基づき、保険者の適正化事業の推進を図るため、実際に適正化を担当する市町村の職員を対象として、21年度には「ケアプランの点検」に関する研修会を2回、22年度には「ケアプランの点検」に関する研修会及び「縦覧点検」の研修会をそれぞれ１回開催するなどの支援を行い、22年度末においては、保険者が取り組むべき主要な適正化事業（６事業）について、全保険者でほぼ100％の実施に至った。
また、介護給付の適正化は継続して実施していくことが重要であることから、20年度以降引き続き、大阪府、市町村及び大阪府国民健康保険団体連合会と共同で「介護給付適正化計画評価検討会」を設置しており、23年度には、26年度までの4か年を計画期間とする「第2期大阪府介護給付適正化計画」を策定した。

大阪府は、この第2期計画においても、引き続き、保険者が取り組む適正化事業について支援を行うこととしており、23年度には「国保連介護給付適正化システムの給付実績の活用」に関する研修会を２回開催した。
資料１－１
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